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企業における人材の採用・確保・定着の現状
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　１.人材不足の現状
　多くの企業が人材不足に直面しています。日
本銀行短観は、2009年を境に業況判断が好転する
一方人材不足が進み、2018年の四半期毎の雇用人
員判断DI(過剰－不足)(全国全産業)は、－34(1-3月
期)→－32(4-6月期)→－33(7-9月期)で推移し、非製
造業(宿泊･飲食サービス､運輸･郵便､建設等)、金
属系製造業、小規模企業ほど不足感が大きいこと
を示しています。また、３か月後の先行きも-37
とさらに厳しくなる見通しになっています。さ
らに、日本の人材不足感が世界的にみて大きい
ことを示す調査結果もみられます(マンパワーグ
ループ｢2018年人材不足に関する調査(43カ国で調
査)｣)。
　採用が困難な背景はいくつかあります。第一
に、失業率が2002年をピークに改善(大阪府の
2017年平均は3.4%)し、求人数はバブル期より多
く、有効求人数(大阪労働局2018年8月度の職業計
で214,597人)と有効求職者数の差が拡大していま
す(2017年平均求人倍率1.57、前年比0.19上昇)。第
二に、企業と求職者の量的ミスマッチです。職
業別求人数は、サービス(家庭生活支援サービス
､介護サービス､生活衛生サービス､飲食物調理等)
が最も多く求人倍率も高く、保安、建設･採掘(建
設躯体工事､土木､建設)、輸送･機械運転(自動車運
転)、専門的･技術的(建築･土木技術者等､情報処理
･通信技術者等)なども相対的に高く、中小企業ほ
ど求人倍率が高いです。また、中途人材を確保で
きなかった割合(2017年度49.9％)は、過去5年の同
時期と比べて最も高いです(リクルートワークス
研究所｢中途採用実態調査｣)。第三に、企業と求
職者の質的ミスマッチです。例えば、若年求職者
は、企業以上に｢就職ポータルサイト｣や｢企業の
ホームページ｣を有効と考えており、情報開示に
ギャップが生じるほか、若年求職者の関心が大
きい｢仕事内容･やりがい｣｢給与･賞与の水準｣｢就
業時間･休暇制度｣などは、企業の実態とマッチし
ていない可能性があります(2017年版中小企業白
書)。第四に、入職後の課題として、例えば、心
理的負荷の高さが離職の一要因になり得る可能性
(JILPT,2016)、企業が賃金水準を上方に設定する
ことに慎重で、実質賃金が調査産業計を上回る水
準でも労働時間が長く求職者に受け入れられない
可能性(大阪府総務部統計課｢大阪の賃金､労働時
間及び雇用の動き(年報)｣)などが考えられ、定着
を阻害する可能性があります。

　こうした現状を背景に、企業は、採用から定着
まで見通した対応が求められます。また、社会的
には、未就業者の労働市場への参入促進も課題に
なります。国は、2018年1-3月期の｢労働力調査｣
から｢未活用労働指標｣(追加就労希望就業者､失業
者､就業可能な非求職者である潜在労働力人口)を
公表しており、労働時間を増やしたい女性、65歳
以上の働ける高齢者、求職活動に十分取り組めて
いない人など、多様な人材の雇用･活躍への取組
みが課題になります。

　２.人材の採用･確保と情報発信 
　－調査結果から
　次に、大阪府内の製造、運輸、建設の各業界を
対象に実施した企業アンケート調査結果をもと
に、人材の採用と確保の現状をみていきます 。
３業界では建設業の回答率が高く、他社と比較し
て組織への帰属意識やサービスの質を高く評価
する傾向がみられるなど、人材の採用･確保への
関心が高く、企業努力が進められていることがう
かがえます。３業界全体の人材をめぐる３年前か
らの変化では、８割の企業で人材の確保が困難化
し、２割の企業で定着率が低下、製造業の３割が
外注･機械化･省力化を重視、１～２割の企業で従
業員の就労意欲が低下する現状がみられます(図
表１参照)。

　人材が不足する割合は、｢専門的･技術的業務｣
｢現業業務｣が特に高く(それぞれ68.5％、62.1％)、
建設業は業務全般で高く、製造業と建設業は｢専
門的･技術的業務｣、運輸業は｢現業業務｣の不足
割合が最も高くなっています。また、｢営業･販
売業務｣も半数の企業で不足しています。正社員
は約７割(67.3％)の企業で不足し、建設業は８割
(80.3％)の企業で不足しています。このほか、｢34
歳以下｣｢新規学卒採用者｣の不足割合も高いです
(それぞれ75.8％、56.8％) (図表２参照)。
　企業は、正社員の採用と定着に努力しています
が(３年前から正社員が増加した企業43％に対し

図表１　人材の現状（よくあてはまる＋ややあてはまる）
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減少した企業は23.6％)、求める人数を確保するこ
とが難しい状況です。

　人材確保に向けて、自社の特徴を認識し求職者
に発信する意義があると考えられます。３業界の
中では建設業が情報の認識･発信にやや積極的で
すが、全業種でみると情報を発信する余地は大き
いです。自社の特徴と認識しながら情報を発信し
ない割合が高い事項には、求職者にとって有益な
情報が多くみられます(図表３参照)。

　3.企業事例にみる特長と課題
　採用と定着に積極的に取り組む企業には共通点
があります。第一に、多様な人材(女性､高齢者､
外国人など)に期待し、自社の情報の発信、応募
者とのコミュニケーションを重視しています。第
二に、従業員の目線に立ち、時には従業員の提案
を受け入れ、設備･制度や職場環境を継続的に改
善しています。また、非公式なコミュニケーショ
ンが従業員の意欲を喚起し、職場の雰囲気を改善
する例もみられます。第三に、｢多能工化｣の志向
が、仕事や働き方に｢革新｣や｢変革｣をもたらして
います。例えば、身体的負担の軽減への機械化や
省力化の検討、材料の見直し、働き方の変化など
が企業に好影響をもたらす例がみられます。第四
に、性別や年齢によらず｢個｣に応じて仕事の内容
や働き方を考えています。やりがいのある仕事と
それに対する正当な評価を求めるケースは少なく
なく、個々人の能力や状況に応じて仕事の内容や
働き方を柔軟に考えています。
　一方で課題もあります。例えば、多くの企業が
長期雇用して育成する意向を有していますが、学
校教育の早い段階から中小企業の理解を深める機
会が必要との指摘は数多いです。また、出産や介

護等に伴う職種変更の際に(一時的に現業職から
事務職に異動するなど)、新たな業務で活躍でき
るかどうか、業務の繁閑に応じて生活と仕事の
調和をいかに実現するのか、通勤に要する時間
などへの配慮は大きな問題です。このほか、技術
系職種の人材を求める企業は、普通科や文系の学
生が従事できることを十分に伝えられない、結婚
･出産後のロールモデルの女性が少ない、複数職
種を担当できる多能工の育成、技能士･技能者の
一人立ちまでの所要年数の縮減などの課題もみら
れます。
　課題はありますが、経営者、管理者、人材担当
者が試行錯誤を重ねる過程が、独自の取組みと人
材の活躍の契機になる可能性は看過できません。

　4.人材不足への対応と施策
　企業は、人材育成、正社員登用、高年齢者採用
･定年延長、省力化･自動化、事業縮小、多様な人
材の雇用、資格取得の支援、障がい者の雇用、企
業内保育所の整備、長時間労働の抑制、社員の多
能化、残業時間の平準化などの様々な取組みによ
り、企業と求職者及び従業員のミスマッチの低減
を人材の活躍や職場環境の整備･改善につなげ、
また、省力化投資や外部資源の活用を業務改善
や生産性の向上につなげようとしています。企業
の取組みを支える施策の例として、中小企業庁
は、企業の好事例から｢人手不足対応に取り組む
ための３つのステップ｣を抽出し、【ステップ１｢
経営課題や業務を見つめ直す｣人手不足の背景に
ある経営課題や事業戦略を再確認し、業務を見つ
め直す(業務の細分化等)→ステップ２｢求人像や生
産性を見つめ直す｣業務について、求人像を見つ
め直し(拡げる等)、生産性向上を検討(省力化等)→
ステップ３｢働き手の目線で、人材募集や職場環
境を見つめ直す｣働き手の立場にたって、職場環
境(時短勤務、在宅勤務等)や自社PR・採用手段を
改善】を提案しています。大阪府は、業界団体、
行政機関、協力企業及び団体等の構成メンバーが
相互に連携･協力して業界のイメージアップと雇
用促進に向けた｢大阪人材確保推進会議｣を2016年
12月に発足させ、職場環境改善のためのプログラ
ムや人材確保に積極的に取り組む企業を認定する
｢Eカンパニー｣ などの施策を推進しています。
　人材不足への対応は、各企業の取組みや創意工
夫を有効化する観点をもって、産官学民が連携し
て取り組むことがますます求められています。

図表３　自社の特徴と認識する割合と求職者に非発信の割合

図表２　業務別の人材不足割合(非常に不足＋不足)

1 府内の製造､運輸､建設各業種の国内常用雇用者20人以上の会
社2,000社(無作為抽出)を対象に｢｢人材の採用と確保に関する企
業アンケート調査｣を2017年に実施(有効発送数1,992､有効回答
数443､有効回答率22.2％)。
報告書URL：http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/1949/000517
33/169jinzaisaiyou.pdf
2 熱心(Eager)で、これからの変化や成長が楽しみで、わくわ
くする(Exciting)、意欲と行動力のあるすぐれた(Excellent)、
良い(E:イー)企業。


	p_20
	p_21

